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7/13世田谷区交渉報告
約５0名の参加で2時～5時まで世田谷区交渉を行いました。区からは佐藤保健福祉部長はじめ山本障害施策推進課長、5地域の保健福祉課長が出席。部長は当初出席しないとしていました。しかし、私たちが強く要請した結果出席しました（3時半に退席）。新任部長は基本的な問題や経過を把握していないところも見られましたが、私たちが区に求め続けてきた24時間公的保障について「必要な人には24時間保障に向けて努力し続けていくというのは区の公約である」とあらためて明言しました。退出前に、今日は「皆さんのナマの声を聞けて大変参考になった。今後も節目では出席していきたい」と発言しました。以下報告。
来年度予算編成に関する要望
1． 月５２７時間（１日あたり１７時間）の支給時間上限を撤廃し、24時間保障の実現するための予算を確保してください。

区回答：昨年度は５年ぶりに１６時間から１７時間に増やした。他区と比べても高い水準だ。安心した生活のためには広範囲にわたる福祉施策の充実が必要。施設の整備も必要。次年度予算は財政当局からかなりきびしい姿勢が出されている。全体的な事業の見直しなども迫られる。
２．世田谷区は「せたがやノーマライゼーションプラン」や第２期障害福祉計画において障害福祉の基本理念をうたっています。それによれば「安心して地域で自立した生活を継続できる社会の実現」とあります。24時間保障実現のための実施計画を示してください。
区回答：その実現に向けては「いろいろなサービスの組み合わせという考え方もできるし、皆さんが主張している実施計画でやるのかなどいろいろ持ち帰って検討したい。」
介助連：『第２期障害福祉計画』では「計画策定の目的」や「サービス提供見込み量の基本的な考え方」のなかに「「障害者」が２４時間安心して日々の生活を送れるようサービス提供見込み量を設定する」という一文が入りました。これは「素案」の段階ではなかったもの。
この意味するものは何か。

区回答：介助連の皆さんの提起要望を受けて入れたもの。
３．昨年区は、私たちの要望にこたえる形で２４時間介助者を入れている仲間を訪問し、その実態を聞き取り調査し「置かれている厳しさを十分受け止めた」にもかかわらず、上限時間を据え置きにしたばかりか、居宅介護関連予算を減額した理由を説明してください。

区回答：居宅介護関連予算は、4月からの報酬見直しは反映されていない。障害関連全体では6億円の伸び。研修充実や火災報知機の取り付けなどおこなった。今後も24時間保障に受けて努力することに変わりはない。
今年度中に早急に実現を求める課題
４．２４時間介助者を入れている利用者については、『支給決定に関する要綱』の規定を正しく運用し、５２７時間に可能な限り上乗せして支給決定をしてください。
区回答：今年、国の介護報酬の改定で５％ほどのアップがあった。自己負担額は応能負担への見直しも行われる。事業所も一定の運営改善がなされたのではないか。「要綱」にあるような複数介助者などの場合の上乗せで現行通りやっていく。
介助連：現に24時間介助利用している人の、残りの７時間については、区はどう考えているのか。事業所が持ち出しで対応しているが、それもできないとなれば大変な事態となる。

区回答：いろいろな場合にケースワーカーが相談に乗り対応している。

介助連：（当事者中心に多くの発言あり）.ケースワーカーは忙しすぎて一度も来たことがない/自立支援法の理念では予算がないから必要な支給量が出せないとは言えないはずだ/自分は足りない４時間は自己負担（８万円ほど）しており、３時間については介助者の無報酬ボランティアでやってもらっている/そもそも要綱基準表で「介護力あり」の場合支給量が低くなっている。かろうじて家族が支えているのが実情。家族をあてにするな/新規実施メニューの緊急派遣などを使おうとしても、最高上限利用者は使えないと言われた。もっとも困難な状況の介助状態の人が利用できないのはおかしい/区の作った「支給基準」では「介護力あり」の場合は支給基準が低くなっている。家族の介護力をあてにするのはおかしい。かろうじて支えているのが家族の現状だ/人の命と社会情勢や区の財政情勢を天秤にかけるのはやめてほしい/部長は施設の整備が必要といったが、施設に自分から進んで入りたい人はいない。家族が支え切れなくなってやむを得ず入れざるを得ない。必要な支給量を認めず、減らすなどしておいて、いやなら施設へ行けというのは許せない/などなど。
区回答：今年度は今以上の見直しはしない。現状維持で行く。この問題も来年度以降の課題として検討させていただく。

その他の問題についての要望
５．区の地域支援事業の中の移動支援の従事者資格については「自薦登録」の介助者を認めてください。
区回答：今年度は区主催の担い手の養成研修などを充実して資格取得のための助成もする（２級ヘルパー研修については資格取得後３カ月区内の事業所で働いた人には全額研修費を助成する）。これまで通り、資格取得者の層を厚くしていく。自薦登録は認めない。

以上

※区はひたすら「事なかれ主義」で乗り切ろうとしているように見えました。今後、多くの当事者と力を合わせて区を追いこんでいきたいと思います。



























